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企業不動産（CRE: Corporate Real Estate）は、企業のバランスシートを構成する重要な要素で
す。また、CREを効率よく活用することで企業活動から生成されるキャッシュフローを高め
ることも可能です。従いまして、自社が所有もしくは賃借するCREの有効活用のレベルを高
めること、また、M&Aにあたり対象会社のCREの不動産としての競争力と有効活用のレベル
をデューデリジェンスの段階で認識し、PMIの過程で必要に応じたCREの有効活用の対策を
検討及び実行することが重要です。KPMGは、経営、財務、会計、不動産に関する見識と豊
富なアドバイザリー経験に基づき、不動産に関連した各種アドバイザリーサービスをワンス
トップで提供します。

トランザクションのサポート

CREの有効活用を目的としたポジショニングマップの例
自社にとっての重要性
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自社にとり価値はあるが、一般的には価値が低い

 事業の継続
 CREも継続保有

自社にとっても一般的にも価値が高い

 事業の継続
 CREも継続保有
 セールス＆リースバック
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自社にとっては価値は低いが、一般的には価値が高い

 事業の見直し
 不動産収益事業へ用途転換
 売却

自社にとっても一般的にも価値が低い

 事業の見直し
 用途転換による自社価値の向上
 売却

 不動産取得に伴う財務デューデリジェンス（FDD: 
Financial Due Diligence）

 M&Aに伴う対象会社が所有する不動産の評価レポート作
成

 M&Aに伴い取得した不動産の取得価格配分（PPA:Purchase
Price Allocation）のための不動産評価

 所有不動産の売却に関するアドバイス

ストラクチャード・ファイナンス、財務戦略に関する
アドバイス

CREの効率改善に関するアドバイス

 CREの有効活用を目的としたポジショニングマップの作
成と有効活用策検討のサポート

 CRE（工場、店舗等）の立地選定に伴う経済効果分析のサ
ポート

 賃料の減額交渉に伴うサポート

 IFRS®基準の初年度適用に係る不動産評価
 CREを活用したアセットファイナンス（不動産証券化、
セールス＆リースバック等）に係るアドバイス

 CREを所有した場合と賃借した場合の財務効果分析のサ
ポート
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トランザクションに伴う不動産評価書のタイプと主な利用目的
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簡易レポート
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固定資産税評価額等
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CREの売却に関するアドバイス

CREを活用したアセットファイナンスに関するアドバイス

CREの管理体制構築に関するアドバイス

 アセットファイナンスの対象となるCREの選定・事業性の
検討

 ストラクチャリングのアドバイス
 事業収支作成（経済効果分析、リスク分析）サポート
 エクイティ投資家の選定・交渉サポート
 セールス＆リースバックの条件検討および交渉アドバイス
 会計・税務に関するアドバイス

負債の増加をコントロールし高格付けを維持するニーズと、高
い成長率を維持し株主の期待に応えるニーズを両立させたいク
ライアントに対して、急速に拡大する店舗出店に対する資金需
要を充足するためのアセットファイナンスを提案。店舗を取得
する不動産ファンドの選定、各種開示資料の作成サポート、不
動産ファンドとの交渉アシストおよびクロージングに係る実務サ
ポートを提供。

不動産関連アドバイザリーサービスの例

 所有するCRE（ホテル）について、定量的、定性的な観点から
ポートフォリオ分析を実施し売却対象の選定をサポート

 売却候補となったCREの不動産評価を実施し、客観的な売却
価格をアドバイス

 ホテル市場に関するマーケット分析を実施し、将来のホテ
ル市場動向に関する分析をサポート

 ファイナンシャルアドバイザーとしてCREの売却をアシスト

全国にホテルを所有し、事業承継の問題を抱えるクライアントに
対し、事業収益性及び自社にとっての重要性の観点から所有ホ
テルのポートフォリオ分析を実施。売却対象となったホテルにつ
いて不動産評価に基づき想定売却収入を試算。クライアントは、
今後のホテル市場動向を踏まえ、設備および新規事業投資が必
要と判断。売却収入を当該資金に充当することを決定し、ホテ
ル売却のサポートを依頼。買手候補の選定、交渉支援、クロージ
ングに係るサポートを提供。

 CRE管理体制構築に伴う、ビジネス、会計及び税務上の論点
整理をアシスト

 グループ内組織再編の各種手法のメリット・デメリットに関
する比較検討アドバイス

 不動産事業に係る投資判断基準の作成サポート

クライアントは、コア事業で活用する不動産のほか、ノンコア事
業および不動産事業に関連した不動産を多数所有していた。そ
こで、グループ内に分散する不動産事業・管理を不動産子会社に
集約し経営効率の改善を企画。KPMGは、グループ内組織再編に
関し、不動産、会計、税務の専門家の観点から各種アドバイスを
提供しクライアントの意思決定をアシスト。また、今後の不動産
事業に関する投資判断基準（IRR、ROIC、投資回収期間等）の作成
につき他社ヒアリングも踏まえてアドバイスを提供。
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